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（写真）Shutterstock “ベネズエラ原油購入国への関税措置 マルコ・ルビオ国務長官が決定” 

 

 

２０２５年３月２４日（月曜） 

 

政 治                     

「米国 ベネズエラ原油購入国に２５％の関税 

～ルビオ国務長官が対象国を決定～」 

「ベネズエラ外務省 米国の国際法違反を主張 

～TdA とマドゥロ政権の関係 立証できず～」 

経 済                     

「罰則関税に関する専門家の見解 

～実際の施行は困難だが、取引減らす効果有～」 

「Chevron 制裁ライセンス ５月２７日まで延長」 

「マドゥロ政権 中銀に GOLD１トンを引き渡し 

～Minerven にオリノコ鉱物地域での採掘許可～」 

 

２０２５年３月２５日（火曜） 

 

政 治                    

「２５％の罰則関税に中国・スペイン政府反応 

～スペイン 罰則関税を適用されれば対応～」 

「UNT 罰則関税の施行に反対を表明」 

「OAS 次期事務局長 ベネズエラと対話を再開」 

経 済                    

「罰則の発表後に原油輸出が停止 

～２隻のタンカーは荷積みせず出航～」 

「２０２５年２月のベネズエラ原油輸入国は？」 

「Chevron 日量４．９万バレルの希釈剤を供給」 

「M&P 制裁なければ２５年産油量は６４％増」 
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２０２５年３月２４日（月曜）             

政 治                       

「米国 ベネズエラ原油購入国に２５％の関税     

      ～ルビオ国務長官が対象国を決定～」       

 

３月２４日 トランプ大統領は、自身が運営するソーシ

ャルメディア「Truth Social」にて、ベネズエラから原

油・ガスを購入する国に対して、米国との貿易取引に２

５％の関税を課すと発表した。 

 

トランプ大統領は、ベネズエラについて「テロ組織認定

をした Tren de Aragua など暗殺者や暴力的な性質を持

つ数万人の犯罪者を米国へ送り込んでいる」 

「ベネズエラは米国と米国が擁護している自由に対し

て極めて敵対的である」と指摘。 

 

これらを理由に、ベネズエラの石油・ガスを購入する国

に対して、米国との取引に２５％の関税を課すとした。 

 

また、この罰則は４月２日から有効になると補足してい

る。 

 

同発表後にトランプ政権のホワイトハウスは本件につ

いて声明を発表。 

 

大枠はトランプ大統領が投稿した通りで、以下の理由か

ら、マドゥロ政権は米国の対外政策と国家安全保障上の

脅威であると説明。今回の罰則措置を正当化した。 

 

１．自由で公平な選挙を停止し、違法なマドゥロ政権を

定着させることで民主主義を弱体化させた。 

２．劣悪な経済運営と汚職により、ベネズエラ国民とそ

の繁栄を犠牲にした。 

３．ベネズエラの医療と人道危機を悪化させた 

４．数百万人のベネズエラ人を強制移住させ、西半球を

不安定化させ、近隣諸国に大きな負担を強いた。 

なお、２５％関税の対象国について 

「ベネズエラから直接あるいは第３者を介して間接的

に石油を購入する国」と説明しており、ベネズエラ産原

油の間接的な輸入も対象になるようだ。 

 

また、トランプ大統領は「ガス取引（天然ガスを想定し

ていると思われる）」についても罰則の対象にすると投

稿していたが、ホワイトハウスの声明文では「ガス取引」

に関して特に触れていない。 

 

また、同制度の管轄について 

「財務長官、商務長官、国務長官、国土安全保障長官、

米国の商務責任者らとの協議のうえで、国務長官が罰則

の対象国を決定する」 

としており、マドゥロ政権と犬猿の仲にあるマルコ・ル

ビオ国務長官が管轄するとしている。 

 

他、同罰則の有効期限について、「ベネズエラ原油を輸

入した日から１年間」あるいは「米国商務省、財務省、

国家安全保障省らが適用解除を認めた場合」のいずれか

としている。 

 

この声明文だけでは、既に米国から制裁ライセンスを得

てベネズエラと取引している企業が石油を輸入した場

合、罰則の対象になるのかは明確に示されていない。 

従って、制裁ライセンスの発行を受けている企業の取引

は適用対象外の可能性はある。 

 

また、中国とベネズエラの石油取引は、他国の原油と混

ぜることで、石油の原産国を変えて中国に輸出されてい

る。 

 

この取引が罰則の対象になるかどうかだが、今回の声明

文の「ベネズエラから直接あるいは第３者を介して間接

的に石油を購入する国」という説明は、産地を変えた原

油の輸入も罰則の対象になるように理解できる。ただし、

現時点では不明瞭な部分が多い。 
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「ベネズエラ外務省 米国の国際法違反を主張     

 ～TdA とマドゥロ政権の関係 立証できず～」       

 

マドゥロ政権の外務省は声明を発表。上記の米国の罰則

について強く非難している。 

 

「大部分の国民から拒絶されている反政府派の活動に

より経済制裁が促進され、過去に失敗したが、その失敗

を繰り返し、我が国の発展を妨害している」と指摘。 

 

トランプ政権の罰則対応が、国際貿易のルールを規定す

る「GATT（関税及び貿易に関する一般協定）」や、差別

のない平等待遇を原則とする「世界貿易機関（WTO）」

の定めに違反していると主張した。 

 

また、一連の罰則は商活動を政治的な武器にする行為で

あり、ベネズエラ政府は一連の妨害行為にあらゆる国際

的な措置を講じるとの見解を表明した。 

 

他、マドゥロ大統領も今回の罰則措置について見解を表

明。 

 

米国政府に対して、「ベネズエラが Tren de Aragua（TdA）

を介して米国を侵略しようとしている」という嘘をつく

のをやめるよう要請。「TdA はトランプ政権が支援して

いるベネズエラ野党の利害に従い動いている」と反論し

た。 

 

なお、米国紙「The New York Times（NYT）」は、複数

の米国諜報組織のメンバー（匿名）から得た情報として、 

「諜報組織の調べでは、マドゥロ政権と TdA の直接的

な関係は確認できておらず、マドゥロ政権が TdA を運

営している可能性はない」 

と結論付けていると報じている。 

 

 

 

 

 

（写真）ベネズエラ外務省 

“米国による罰則関税措置を批判” 
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経 済                        

「罰則関税に関する専門家の見解             

 ～実際の施行は困難だが、取引減らす効果有～」                  

 

トランプ政権の罰則関税について、多くの経済専門家が

ベネズエラへの影響について考察している。 

 

以下では、その考察の一部を紹介したい。 

 

どの専門家も一致している点は、今回の罰則はベネズエ

ラ経済にネガティブな影響を与えるという点。 

 

経済専門家 Ana María Alves 氏は、今回の罰則関税を受

けて、ベネズエラ産原油の輸出は困難になり、そのリス

クに見合う大きなディスカウントが必要になると指摘。 

 

莫大なディスカウントを余儀なくされた結果、輸送コス

トなどを踏まえると、実質的にベネズエラに入る収入は

ほとんどなくなり、ベネズエラの GDP は再びマイナス

成長になるとの認識を示した。 

 

また、外貨収入が減少することで中央銀行の為替レート

維持能力が低下し、ボリバル安が更に進行し、インフレ

が加速するとの懸念を示した。 

 

経済学者の Luis Enrique Gavazut 氏は、 

「Richard Grenell 特使がマドゥロ政権と協議を開始し、

不法移民の送還で合意したことで、米国の対ベネズエラ

方針が軟化すると考えたが、実際は違った」 

とコメント。 

 

罰則関税について「ひどいニュースだ」と指摘。 

「今回の罰則関税により、ベネズエラはブラックマーケ

ットで原油を輸出することになる」「大幅なディスカウ

ントを余儀なくされ、ベネズエラの収入は減少する」と

の見解を示した。 

 

「Bloomberg」は、中国との石油取引の影響について考

察。 

 

現在、ベネズエラは中国山東省の独立系製油所に Merey

原油やアスファルトの材料となるビチューメンを輸出

していると指摘。「この取引が無くなることはないが、

中国の小規模企業のみが取引することになるだろう」と

の見解を示した。 

 

他、データ分析企業「Kpler」シンガポール支店の Muyu 

Xu 氏は、 

「トランプの大統領令の目的は、ベネズエラと世界市場

との関係を断絶することにある」「同時に米国政府の交

渉力を強化し、マドゥロ政権を交渉テーブルに座らせる

ことにある」 

「罰則関税の適用は多くの障害があり、実際の運用はで

きないとしてもベネズエラ原油を輸入する企業はマド

ゥロ政権との取引を躊躇することになる」との見解を示

した。 

 

罰則関税の実際の適用は容易ではないと指摘する専門

家は多い。 

 

石油分野の専門家 Germán Márquez 氏は、「現時点では

米国政府が２５％の関税を課すメカニズムは存在しな

い」との見解を示している。 

 

Márquez 氏は「ベネズエラ原油を輸入するのは企業であ

り、国ではない」と指摘。「パナマで設立した企業が中

国で原油を輸入し、販売した場合、この取引を理由にど

の国が制裁を受けるのか？」「この関税の施行はカオス

を引き起こす」との見解を示した。 
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「Chevron 制裁ライセンス ５月２７日まで延長」           

 

３月２４日 米国の「外国資産管理局（OFAC）」は、制

裁ライセンス No.41-B を発行。Chevron のベネズエラ

での事業を５月２７日まで延長することを許可した。 

 

３月４日 OFAC は制裁ライセンス No.41-A を発行

（「ベネズエラ・トゥデイ No.1186」）。 

Chevron（Chevron 合弁会社含む）に対して、４月３日 

付でベネズエラでの活動を停止するよう命じた（正確に

言うと、「４月３日までベネズエラでの活動を許可する」

という内容＝４月３日以降はベネズエラでの活動が出

来なくなることを意味する）。 

 

トランプ大統領は、制裁ライセンス No.41-A を発行し

た理由について「マドゥロ政権は彼らが我が国に送り込

んだ暴力的な犯罪者を我々が同意したペースで送還し

ていない」と説明していた。 

 

本件について、３月２３日に米国で拘束されていた１９

９人のベネズエラ不法移民がホンジュラス経由でベネ

ズエラに帰国。不法移民の送還で一定の進展があったこ

とが理由か Chevron の制裁ライセンスは５月２７日ま

で更新された。 

 

 

（写真）OFAC 

 

「マドゥロ政権 中銀に GOLD１トンを引き渡し    

 ～Minerven にオリノコ鉱物地域での採掘許可～」                  

 

３月２４日 マドゥロ大統領は、鉱物系の展示会「Expo 

Metal 2025」に出席。ベネズエラ中央銀行に対して、

GOLD１トンを引き渡した。 

 

マドゥロ大統領によると、この GOLD はベネズエラの

労働者により鋳造された最初のインゴットだという。 

 

マドゥロ大統領は、中央銀行への GOLD 引き渡しにつ

いて「外貨準備を引き上げるための政策」とコメント。 

 

GOLD 生産を拡大するために「ベネズエラ金公社

（Minerven）」および「ベネズエラ鉱物公社（CVM）」

に対して、ボリバル州の鉱物地帯２カ所の採掘権を与え

ると発表した。 

 

また、GOLD の鋳造を拡大するために国内外の企業に

対して投資を拡大するよう求めた。 

 

なお、本日付けの「ウィークリーレポート No.399」で

はベネズエラの外貨準備（２０２４年１２月時点）を紹

介している。GOLD についても触れているので参照さ

れたい。 

 

（写真）大統領府 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/0facace086d082645500ba4d42781cf2.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/34d26545209cc12787dcb1c08cd6e9e9.pdf
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２０２５年３月２５日（火曜）              

政 治                       

「２５％の罰則関税に中国・スペイン政府反応    

  ～スペイン 罰則関税を適用されれば対応～」        

 

現在ベネズエラから石油を輸入している国は主に米国・

中国・スペイン・インド・キューバの５カ国。 

 

米国が自国に関税をかけることはないので、米国は関係

ない。また、キューバは実質的に米国との取引が禁止さ

れており、関税以前の問題。 

 

従って、２５％の罰則関税の影響を受ける可能性がある

国は中国・スペイン・インドの３カ国ということになる。 

 

今回の発表についてインド政府は見解を表明していな

いが、中国政府とスペイン政府についてはトランプ政権

を批判する趣旨の声明を発表している。 

 

３月２５日 中国外務省の Guo Jiakun 報道官は、記者

会見を実施。 

「米国政府は、自国の司法権を超えて、長い間、一方的

な制裁措置を乱用している」「他国への野蛮な介入に強

く反対する」「関税戦争や貿易戦争に勝者はいない」 

とトランプ政権を批判した。 

なお、今回の措置を受けて中国がベネズエラとの石油取

引を停止するかどうかについては明言しなかった。 

 

３月２５日 スペイン政府の Pilar Alegría 報道官も記

者会見で、今回の罰則関税について見解を表明した。 

 

Alegría 報道官は「仮に米国政府が罰則関税を適用した

場合、スペインは断固とした対応措置を講じる」とコメ

ント。「罰則関税が課せられた場合、スペインの国内産

業に直接的な影響を与える」と述べ、スペイン経済への

影響に懸念を表明した。 

 

「UNT 罰則関税の施行に反対を表明」           

 

３月２５日 主要野党の一角「新時代党（UNT）」は、

米国政府による新たな制裁に反対を表明した。 

 

UNT は「ベネズエラ国民の８５％超は、制裁をベネズ

エラ社会・経済への攻撃と認識しており、解決策と認識

していない」「ポジティブな変化を引き起こすことは出

来ず、むしろベネズエラ国民の生活に必要な財へのアク

セスを困難にし、生活の質を著しく下げる」と指摘。 

 

ベネズエラの変革のためには、制裁ではなく対話を促進

し、自国主権の尊重と協力を前提とした政策が必要との

見解を示した。 

 

 

（写真）UNT 
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なお、筆者が執筆している時点で UNT 以外の主要野党

およびマリア・コリナ・マチャド氏は、トランプ政権の

罰則関税について見解を表明していない。 

 

「OAS 次期事務局長 ベネズエラと対話を再開」            

 

「ベネズエラ・トゥデイ No.1189」にて紹介した通り、

スリナム外相を務めていた Albert Ramdin 氏が「米州機

構（OAS）」の新たな事務局長（２０２５年５月～２０

３０年５月）に就任することが決定した。 

 

現在、OAS の事務局長を務めているルイス・アルマグ

ロ氏はマドゥロ政権との関係が悪く、OAS におけるベ

ネズエラ政府の代表は野党側が担っている。 

 

しかし、Ramdin 氏は中国寄りとされており、マドゥロ

政権と OAS との関係が変わる可能性が指摘されている。 

 

Ramdin 次期事務局長は、現在 OAS と関係が断絶して

いるマドゥロ政権およびニカラグアのオルテガ政権と

の対話を再開することを望むと発言。 

 

「ベネズエラ問題は OAS にとって重要なテーマであり、

OAS として特に大きな関心を持っている」「ニカラグア

についても同様である」 

「ベネズエラは、自国民のためにポジティブなこともネ

ガティブなことも含めて、OAS と建設的な意思疎通を

しなければいけない」 

「我々の役割は他国の代表に独裁者というレッテルを

貼ることではない」「中立的なスタンスで仲裁のための

連絡ツールを構築することである」 

とコメントした。 

 

また、OAS 予算の約５０％を拠出している米国との関

係について、「トランプ政権とは良好な関係にある」と

コメント。 

 

「他国家主義について米国と大きな認識の相違がある」

と述べた一方で「米国がスタンスを変えることは可能だ

と信じている」との見解を示した。 

 

経 済                       

「罰則の発表後に原油輸出オペレーション停止     

    ～２隻のタンカーは荷積みせず出航～」           

 

ロイター通信は、トランプ大統領が罰則関税について発

表してから、ベネズエラの主要な原油輸出ターミナル

「ホセ・ターミナル」の原油輸出オペレーションが停止

していると報じた。 

 

また、罰則関税の対象ではないはずの Chevron による

原油の積み込み作業も減少しているという。 

 

この情報は、ベネズエラのタンカーの動きを衛星でモニ

タリングしている「TankerTrackers」や「LSEG」の情

報だという。 

 

「TankerTrackers」によると、約１２隻のタンカー（多

くはスーパータンカー）が原油の積み込み作業を待って

いたが、トランプ大統領の発表で動きが停止し、うち２

隻については荷物を積み込むことなくベネズエラの港

を離れたという。 

 

「２０２５年２月のベネズエラ原油輸入国は？」         

 

本稿「２５％の罰則関税に中国・スペイン政府反応」で

触れた通り、ベネズエラ原油を輸入している国は主に米

国・中国・スペイン・インド・キューバの５カ国である。 

 

石油部門の記者 Marianna Párraga 氏は、自身のソーシ

ャルメディア・アカウントにて２０２５年２月時点のベ

ネズエラの原油輸入国について投稿した（出所は LSEG、

PDVSA の輸出レポート）。 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/7384947ed355dd5f8c74f9b4ddedb44c.pdf
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Párraga 氏の投稿によると、２５年２月のベネズエラ原

油輸出量は日量９０万９６０７バレル。 

 

 

このうち、５５％は中国向け、２６％は米国向け、７．

５％は欧州向け、７．５％はインド向け、２％はキュー

バ向けだという。 

 

 

 

「Chevron 日量４．９万バレルの希釈剤を供給」         

 

エネルギー専門メディア「Petroguia」は、２０２４年の

ベネズエラの米国からの希釈剤輸入が日量４．９万バレ

ルだったと報じた。これは２０２３年の３倍の輸入量だ

という。 

 

オリノコ川流域では原油産出のために希釈剤を必要と

する。希釈剤の大部分は Chevron が同地域の合弁会社

「Petropiar」で産油活動を行うために輸入されたもの

である。 

 

仮に Chevron がベネズエラ事業から撤退した場合、ベ

ネズエラが産油量を維持するためには希釈剤の調達ル

ートの確保が重要になるとされている。 

 

 

 

「M&P 制裁なければ２５年産油量は６４％増」         

 

フランスのエネルギー会社「Maurel & Prom（M&P）」

は、同社が資本参加しているベネズエラの合弁会社

「PetroRegional」の産油量について、日量７５５８バレ

ルだったと発表。 

 

仮に OFAC がベネズエラでの産油活動の継続を許可す

れば、２０２５年中に産油量を６４％引き上げることが

可能との見解を示した。 

 

また、OFAC が制裁ライセンスを撤回した場合、同社の

活動に大きな影響を与えると指摘。故に米国のベネズエ

ラの制裁に関する動向に細心の注意を払っていると報

告した。 

 

以上 


